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本論文は、12 章からなり、第 1 章の序文に続き、第 2 章では研究の背景と目

的が述べられており、第 3 章では目的を達成するためのデータ解析方法が示さ

れている。本研究で用いた CERN 研究所 LHC 加速器施設の ATLAS 実験の概

要と検出器群の詳細が第 4 章で述べられている。第 5 章では取得した実験デー

タおよびモンテカルロデータについて記述している。反応生成物の再構成法は

第 6 章、信号事象の選択方法は第 7 章で述べられている。第 8 章で𝑏クォークを

含むジェットを見出す方法と効率について詳細に記述されている。第 9 章では

実データを利用したバックグランド評価方法とその結果、第 10 章には系統誤差

の導出方法と結果がまとめられている。第 11 章で結果と議論を示し、第 12 章

でまとめと結論が述べられている。この他、付録として系統誤差に関する詳細な

結果、フィッティングで利用したパラメータリストと相関、電子およびミューオ

ンチャンネルの比較、4 ジェット事象に関する詳細な解析結果が収録されてい

る。 

本論文では、素粒子物理学で未解決の階層性問題に関する実験研究について

述べている。CERN で 2012 年にヒッグス粒子が発見され、標準模型は完成した。

一方で、標準模型では説明できない問題のひとつとして階層性問題があり、大統

一理論およびプランクスケールと電弱相互作用のスケール間には 1014-19 程度の

大きなエネルギーギャップが存在している。このギャップを説明する有力な模

型として余剰次元模型、テクニカラー模型などが提案されており、これらの模型

に基づいたトップクォークと結合しやすい重い新粒子が予言されている。 

本研究ではトップクォーク対に崩壊する新粒子を探索することで、階層性問

題にアプローチすることを主眼としており、2015年に CERN研究所の LHC陽子陽

子衝突型加速器の ATLAS 実験で得られた積算ルミノシティ―3.2 fb-1 のデータ

を利用して新粒子探索を行っている。 

新粒子探索は重心系エネルギーの増加とともに質量の棄却領域が拡大してお

り、過去には CDF実験、D0実験で探索が行われていた。現在は、CERN 研究所の

LHC 加速器の CMS 実験、ATLAS 実験で探索が進んでいる。LHC では重心系エネル

ギー8 TeVで探索が行われてきたが、LHCは 2015年より重心系エネルギー13 TeV

を達成し、従来よりも重い質量領域での探索が可能となった。 

新粒子を探索する際の崩壊チャンネルとして、𝑡𝑡̅ → 𝑏ℓ𝜈𝑏𝑞�̅� 過程を採用した。

この過程は、分岐比が大きいこと、多重ジェット背景事象が少ないこと、終状態



の運動学を完全に再構築できること、といった利点がある。 

本研究では、先行研究で制限がつけられている領域よりも重い質量領域に注

目しているため、重い領域に適した新しい解析手法が開発されている。重い粒子

が崩壊すると、トップクォークのハドロン崩壊で生成される𝑏𝑞�̅�の三つのジェッ

トが同じ方向に放出されやすく、三つのジェットが混ざりひとつの大きなジェ

ットとして再構成されやすい。トップクォーク起源のジェットとして𝑏クォーク

由来のジェットが含まれることを要求する必要があり、ジェットが混ざった状

態ではジェット識別効率が下がる問題点がある。これを克服するために新たに

飛跡情報をもとにしたジェット再構成を行い、𝑏ジェットの選択効率をあげる工

夫を行っている。また、標準模型でのトップクォーク対生成事象を削減するため

に新粒子のスピンによる角度分布の効果などを取り入れた新しい選択法も開発

した。 

データ解析で得られたトップクォーク対の不変質量分布から新粒子の探索を

行っている。新粒子としてスピン１をもったテクニカラー模型の Z’ ボゾン、ス

ピン２をもった余剰次元模型の KKグラビトンについて探索を行ったが、新粒子

の有意な兆候を得ることはできなかった。一方、新粒子の生成断面積と分岐比の

積に対する実験的制限をつけている。Z’ ボゾンの場合、崩壊幅 1.2%、3%の模型

を考えると、それぞれ 0.7 TeV < mZ’< 2.4 TeV、0.5 TeV < mZ’< 3.0 TeV の領

域を棄却した。KKグラビトンについては、理論で予想される生成断面積に対し、

mKK =1 TeVで約 2倍、mKK =0.75 TeVで約 3 倍の領域を排除した。 

以上のように、本論文は、階層性問題を解決するために提唱された模型に対し、

新たな制限を与えた研究である。なお、本論文は共同研究であるが、論文提出者

が主体となってデータ解析を行い、また新しい解析手法を開発するなど論文提

出者の寄与が十分であると判断する。 

従って、博士(理学)の学位を授与できると認める。 

 

 


